
単位：千円

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流動資産 8,818,696 流動負債 5,343,524
　　現金及び預金 267 　　電子記録債務 773,810
　　売掛金 3,753,528 　　買掛金 2,710,154
　　製品 44,448 　　未払金 327,438
　　原材料及び貯蔵品 1,276,381 　　未払費用 1,055,439
　　仕掛品 548,062 　　未払法人税等 93,396
　　預け金 2,507,910     設備関連電子記録債務 4,178
　　未収入金 675,272 　　預り金 13,499
　　その他 12,826 　　賞与引当金 365,607

　 固定負債 326,211
固定資産 8,129,860 　　退職給付引当金 186,672
　有形固定資産 8,099,993 　　役員退職慰労引当金 5,027
　　建物及び構築物 10,450,357 　　繰延税金負債 134,511
　　機械及び装置 12,441,355
　　車両及び運搬具 58,553
　　工具、器具及び備品 3,016,817
　　土地 1,890,010
　　建設仮勘定 26,098 負　債　合　計 5,669,735
    減価償却累計額 △19,783,198 （純　資　産　の　部）

株主資本 11,278,293
　無形固定資産 16,816 　資本金 100,000
　　ソフトウエア 11,312 　資本剰余金 6,138,781
　　その他 5,504 　　資本準備金 868,700

　　その他資本剰余金 5,270,081
　利益剰余金 5,039,512
　　利益準備金 319,548

　投資その他の資産 13,050 　　その他利益剰余金 4,719,964
　　投資有価証券 407 　　　別途積立金 4,378,102
　　長期貸付金 3,790 　　　圧縮記帳積立金 975,546
　　その他 8,852 　　　繰越利益剰余金 △633,684

評価・換算差額等 528
　繰延ヘッジ損益 528

11,278,822
16,948,557 16,948,557

純　資　産　合　計
資　産　合　計 負 債・純 資 産 合計

貸 借 対 照 表

（2023年 3月31日現在）



単位：千円

　　売上高 36,189,970
　　売上原価 34,620,732
     売上総利益 1,569,237

　　販売費及び一般管理費 1,129,381
     営業利益 439,856

　　営業外収益
　　　受取利息及び配当金 1,666
　　　保険金収入 47,531
　　　その他 8,479 57,676
　　営業外費用
　　　固定資産除売却損　 23,973
　　　その他 1,198 25,171
     経常利益 472,362

     税引前当期純利益 472,362

　   　法人税、住民税及び事業税 184,345
　　 　法人税等調整額 △ 135 184,210
     当期純利益 288,151

損 益 計 算 書

2022年 4月 1日から
2023年 3月31日まで



単位：千円
　　　　株主資本 評価・為替差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越
利益剰余金

当期首残高 100,000 868,700 5,270,081 6,138,781 319,548 995,163 4,378,102 △ 941,453 4,751,360 10,990,142 1,908 10,992,050

当期変動額

減資 - -

税率変更に伴う積立金の減少 - - -

圧縮記帳積立金の取崩 △ 19,616 19,616 - - -

剰余金の配当

当期純利益 288,151 288,151 288,151 288,151

△ 1,379 △ 1,379

- - - - △ 19,616 - 307,768 288,151 288,151 △ 1,379 286,772

当期末残高 100,000 868,700 5,270,081 6,138,781 319,548 975,546 4,378,102 △ 633,684 5,039,512 11,278,293 528 11,278,822

当期変動額合計

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

純資産
合計

資本金 資本
準備金

利益
準備金

利益
剰余金
合計

その他
資本剰余金

資本
剰余金
合計

株主
資本合計

繰延ヘッジ
損益

株 主 資 本 等 変 動 計 算

2022年 4月 1日から
2023年 3月31日まで



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

（２）棚卸資産………………………総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）………定額法
（２）無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

（２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。

（３）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年3月31日）に基づき、

次の５ステップに従って、収益を認識しております。

ステップ１ 契約の識別

ステップ２ 履行義務の識別

ステップ３ 取引価格の算定

ステップ４ 取引価格の履行義務への配分

ステップ５ 履行義務の充足による収益の認識

当社は、主に住宅照明、店舗照明、施設・屋外照明、電子デバイス、化成品等の製造販売を行ってお

り、これらの製品の販売については、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を

負っております。

当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲

得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）ヘッジ会計の方法

為替予約については、金融商品に関する会計基準における繰延ヘッジ会計を適用しております。

（２）グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

個 別 注 記 表

2022年 4月 1日から
2023年 3月31日まで



（１）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　次のとおり、決議を予定しております。

決議
株式の
種類

配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2023年6月21日
定時株主総会

普通　株
式

173,034 12.1 2023年3月31日 2023年6月21日

親会社及び法人主要株主等 単位：千円

属性
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額
（注1）（注2）

科目
期末残高
（注2）

 製品売上高 33,495,138 売掛金 3,156,912
 材料仕入高 5,727,331 買掛金 494,226

 資金の預託 677,451 預け金 2,507,910
 受取利息 1,617 - －

 出向者人件費
 に係る未収入金 出向者人件費 1,488,565 未収入金 123,069

 金型売却に
 係る未収入金 金型の売却 350,932 未収入金 48,522

（注）１．価格その他の取引条件は市場価格を勘案した一般的取引と同様の条件としております。
　　　２．取引金額には消費税を含めておりません。売掛金及び買掛金の期末残高には消費税等を含めております。

会社等の名称

 当社製品の
 販売、製品
 及び原材料
 の仕入

資金の預入
親会社  パナソニック株式会社

　被所有
　間接100％

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減損損失累計額 4,072千円

貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 5,952,672千円

短期金銭債務 635,920千円

損益計算書に関する注記

１. 顧客との契約から生じる収益

顧客との契約から生じる収益 36,189,970千円

その他の収益 －千円

２. 関係会社との取引高

（１）営業取引の取引高

売上高 33,495,138千円

仕入高 5,727,331千円

（２）営業取引以外の取引高 1,617千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,300,400株

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社の資金運用についてはパナソニック株式会社への短期的な預託等に限定しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
「現金及び預金」「売掛金」「預け金」「未収入金」「電子記録債務」「買掛金」「未払金」

関連当事者との取引に関する注記

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であり、
繰延税金負債の主な原因は、圧縮記帳積立金であります。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 788円71銭
２．１株当たり当期純利益 20円15銭

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり
であります。


